
条例見直しの論点 

 
 

より詳しく書いている自治体（福井市）
があるが、どこまで詳しく書くか 
 
※裏面参照 

②ＮＰＯ政策について 

論点 検討結果 

行政側で判断 
④非営利公益市民活動促進基金
について 

第１回審議会でのまとめ 

③（仮称）市民提案制度について 

①地域コミュニティ政策について 条文を新たに設けるかを含め、どこま
で踏み込んで書くか 

西宮市のように、踏み込んで書くか 
 
※裏面参照 

論点 
 
①地域コミュニティ政策について明記するか 
②明記する場合、どの内容にするか 
  （努力目標 若しくは、踏み込んだ内容） 

平成１８年度から２１年度まで市民企画事業を実施していたが、提案内
容が特定の分野に偏り特定部署にのみ負担がかかるため、現在は市
民企画事業としての募集を行っていない。 
 

現在、市民からの提案事業については、直接担当部署と実施しており、
担当部署が分からない場合は協働推進課を窓口にする等の方法で、直
接担当課との協働事業という形態で実施している。 

奈良市市民参画及び協働によるまちづくり条例 第１９条で市民参画及
び協働によるまちづくり基金を設置している。 
 
市民公益活動に特定した基金を新たに設置するより、市民参画及び協
働によるまちづくり基金の分配方法について検討していきたい。 
ＮＰＯ法人条例指定制度検討委員会で検討予定。 

論点 
 
 どこまで踏み込んだ支援策を明記するか 

資料１ 



 
 【福井市】      福井市市民協働の促進及び非営利公益市民活動の促進に関する条例 

（非営利公益市民活動団体の役割） 
第５条 非営利公益市民活動団体は、基本理念に基づき、自己の責任の下に活動し、開かれた運営によりその活動内容が広く市民に理解されるよう努めるものとする。 
２ 非営利公益市民活動団体は、その活動に伴う社会的責任を自覚し、市民の参加を促進するとともに、その活動を担う人材の育成に努めるものとする。 
 
（市の施策） 
第８条 市は、市民、非営利公益市民活動団体及び事業者と協力し、次に掲げる施策に取り組むものとする。 
(1) 市民協働による事業の推進及び評価に関する施策 
(2) 市民及び職員の意識の醸成に関する施策 
(3) 非営利公益市民活動を促進するための環境整備に関する施策 
(4) 非営利公益市民活動を総合的に促進するための施設整備に関する施策 
(5) 前各号に掲げるもののほか、市民協働の推進及び非営利公益市民活動の促進に必要な施策 
 
（協働事業の推進） 
第９条 市は、非営利公益市民活動団体に対し、公共サービスのうちその特性を活かすことのできるものについて、委託その他の方法により協働の機会を拡大するよう努めるものとする。 
２ 市は、前項の規定による協働の機会の拡大に当たっては、非営利公益市民活動団体の自主性及び自立性を尊重し、並びに公平性・公正性及び透明性の確保に努めるものとする。） 

（政策提案手続） 
第８条 市民は、第６条第１項第１号から第３号までに掲げる事項（以下「対象事項」という。）について、市民１０人以上の連署をもって、その代表者（以下「提案代表者」という。）から市の機
関に対して、案を添えて政策の立案、実施等を提案することができる。ただし、提案される案の全部又は一部が同条第２項各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 
２ 市の機関は、前項の規定による提案（以下この条において「提案」という。）を受けたときは、当該提案が対象事項に該当するか否かの決定を行い、提案代表者に通知するものとする。 
３ 提案が対象事項に該当する場合において、提案代表者からの求めがあるときは、市の機関は、提案者と意見を交換する場を設けることができる。この場合において、意見交換は、第１８
条第２項に規定する組織の立会いの下で行わなければならない。 
４ 市の機関は、提案に係る政策の立案、実施等を行うか否かの決定を行い、提案代表者に通知するものとする。 
５ 市の機関は、第２項又は前項の決定を行ったときは、その旨を公表するものとする。 
６ 提案代表者は、第２項又は第４項の決定に不服があるときは、市の機関に対して再議を申し立てることができる。 
 
（政策公募手続） 
第９条 市の機関は、政策の立案、実施等について、市民等に提案を募集すること（以下「政策公募手続」という。）ができる。２ 市の機関は、前項の規定に基づき提案を募集したときは、そ
の提案の内容及び市の機関の検討の結果を公表するものとする。 
 
（実施方法等） 
第１０条 市の機関は、意見提出手続、説明会等及び政策公募手続を実施するに当たっては、次の各号に掲げる基準により行うものとする。 
(1) 市民等からより多くの意見及び提案が得られるよう、あらかじめ対象となる事項、実施する手法、日時等を公表すること。 
(2) 市民等からの意見及び提案を十分に検討できるよう、その実施時期及び実施方法に留意すること。 
２ 市の機関は、第６条から前条までの規定による手続等により得られた市民等の意見及び提案を考慮して、案の作成及び政策の立案、実施等を行うよう努めるものとする。 
 
（協働事業提案手続） 
第１５条 市民等は、市の機関に対して、規則で定めるところにより、協働して取り組む事業を提案することができる。 
２ 市の機関は、前項の規定による提案を受けたときは、提案者と協議の上、提案された事業について協働して取り組むか否かの決定を行い、提案者に通知するものとする。 
３ 市の機関は、前項の決定を行ったときは、その旨を公表するものとする。 

【西宮市】      西宮市参画と協働の推進に関する条例 


